
(様式１)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(用紙Ａ４版)
	入札参加資格確認申請書
　　                    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
　　　　野洲市病院事業
野洲市長　山　仲　善　彰  様
　                            　　　　　所在地
　                                      商号又は名称
　                                      代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　印
　
(担当者連絡先)
所属部署

氏　　名

電話番号

ＦＡＸ番号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail
　令和元年９月27日付けで公告のありました「令和元年度工第34号　野洲市民病院整備工事」に係る入札参加資格について確認されたく、下記の書類を添えて申請します。
　なお、地方自治法施行令(昭和22年政令第16号)第167条の４の規定に該当する者でないこと並びに添付書類の内容については事実と相違ないことを誓約します。
記
　　１．　入札説明書４(６)及び８(３)１)に定める企業の実績を記載した書面
２．　入札説明書８(３)２)に定める配置予定監理技術者の資格を記載した書面
３．  入札説明書８(３)３)に定める建設業法に基づく許可の写し

　　４．　入札説明書８(３)４)に定める経営事項審査結果の写し
５．　入札説明書８(３)５)に定める誓約書及び会社役員名簿



(用紙Ａ４版）
工　事　実　績

工事名：　令和元年度工第34号　野洲市民病院整備工事　
会社名:　　　　　　　　　　　     　　                                   

	工事の実績要件


	

	工
事
名

称
等
	工事名
	                                                    

	
	発注機関名
	

	
	施工場所
	○○県○○市○○地先

	
	契約金額(最終)
	                               円

	
	工期（最終）
	   年    月    日～   　 年    月    日

	
	受注形態等
	単体 ／共同企業体（出資比率**％）

	工
事
諸
元
等
	工事内容
（構造型式等）

	

	備
考
	CORINS登録
	（建設業許可番号：**-******）（登録番号：****-*****）



 注） １．工事名称等は、入札説明書４（６）に該当する要件を記述する。
　　　　　なお、実績を２つ挙げる場合は、工事実績を各々提出するものとする。
２．受注形態等は、単体で受注した場合は、単体と記述。共同企業体で受注した場合は、共同企業体と記述し、あわせて、出資比率を記述する。
３．工事諸元等は、工事の実績が判別可能な内容を記述する。工事の実績がCORINS登録されている工事内容で確認できない場合は、確認できる資料（契約書、数量明細書、特記仕様書、図面等）を添付し、確認が可能な場合は工事カルテ等の写しを添付すること。
４．CORINS登録欄は、CORINS登録番号・建設業許可番号（共同企業体構成員としての実績をあげる場合は、幹事社の建設業許可番号）を記述する。
配置予定監理技術者の資格
工事名：令和元年度工第34号　野洲市民病院整備工事　
会社名:　　　　　　     　　　　　　　　　　　                    　       
	  配置予定者の従事役職･氏名

	ふ  り が  な
 監理技術者                        ○○○○    

	  法令による資格免許

	１級建築士又は１級建築士施工管理技士 (取得年月日及び登録番号)
監理技術者資格       （取得年、登録番号、登録会社名)
監理技術者講習             （修了年月日、修了証番号)

	 他 申
 工 請
 事 時
 の に
 従 お
 事 け
 状 る
 況
 等
	  工事名称
	

	
	  発注機関名
	

	
	  工期
	 年  　月  　日～　　　　年  　月  　日
※工事着手予定日の従事者でないこと。

	
	  従事役職
	監理技術者・主任技術者等

	
	  CORINS登録の有無
	有（建設業許可番号：**-******）（登録番号：****-*****）
無

	 営業所の専任技術者との重複
	有・無  ※参加資格確認申請以降、実工期中に営業所の専任技術者でないこと。


注） １．本工事は、受注者の円滑な工事施工体制の確保を図るため、事前に建設資材、労
働者確保等の準備を行うことができる余裕期間を設定した工事（任意着手方式）で
ある。
　　　２．同一の技術者を重複して複数工事の候補者とすることは差し支えないが、他の工事を落札したことにより、配置予定監理技術者を当該工事の現場に配置できなくなる恐れがある場合は、必要最小限度分の「配置予定監理技術者の資格」を提出すること。

